
はじめに

一般に慢性的貧困とは、家計の生活水準が恒常

的に貧困線を下回っている状態として定義され

る。一方、一時的貧困とは家計の平均的な生活水

準は貧困線を上回っているものの、短期的に貧困

線を下回る可能性に家計が直面している状態をさ

す。言い換えれば、一時的貧困とは確率的性質を

持つ貧困状態のことを示しており、確率的貧困

（stochastic poverty）とも呼ばれるものである

（澤田、1999）。ここで、Morduch（1994）に従っ

て、若干厳密な概念整理をしてみよう。まず、あ

る家計の恒常所得（permanent income）をYP、

現在の消費水準をC、貧困線（poverty line）をZ

とする。ここで、慢性的貧困状態とは、YP < Z

という状態のことである。一方、一時的貧困の状

態は C < Z < YP で示される。

政策的見地からみると、これら２つの貧困概念

を区分することはきわめて重要である（World

Bank, 1990; Baulch, 1996; Lipton and Ravallion,

1995, section 5）。一時的貧困は、短期間のみ発生

するのであるから、一時的貧困が支配的である状

況下における適切な政策介入は、ミクロ信用プロ

グラムのような資本市場の不完全性を補正するた

めの政策、作物保険、雇用保証計画、および価格

安定化を促進する諸政策であるべきである。これ

らの政策は、一時的貧困状態に陥っている貧しい

世帯の所得および消費の平準化を補助するための

保険機能の提供であると考えることができる。一

方、慢性的貧困は、長期間にわたって持続する性

質のものである。そのため慢性的貧困を削減する

ためには、長期的に貧しい家計の生活水準を向上

させるための高コストの連続的政策介入が必要と

される。そのような長期にわたる政策介入の例と

しては、緑の革命として知られるような農業生産

性増大のための新品種開発・波及のための諸政策

が代表的であろう。土地改革・価格補助政策、ま

た、慢性的貧困状態にあると考えられる家計に対

する継続的所得再配分政策、人的・物的資本の収

益率を上昇させる諸政策なども慢性的貧困に対す

る政策的介入となる。

では、理論的にはこれら２つの貧困についてど

のような性質上の識別が可能なのであろうか。ま
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要　旨

本論文では２つの動学的な貧困概念、すなわち慢性的貧困（chronic poverty）と一時的貧困

（transient poverty）の区分について理論的・実証的側面を整理し、そのうえで貧困削減におけるイ

ンフラストラクチャーの役割を論ずる。

途上国家計は、一時的貧困を回避するために、さまざまな所得平準化目的のリスク管理戦略・消費

平準化目的のリスク対処戦略（自己保険的・相互保険的戦略）を用いる。一般に、インフラストラク

チャーの整備は直接的・間接的に慢性的貧困を削減する効果を持つと考えられる。しかしながら、防

災や、電力・水力の安定的供給を通じた生産プロセスの安定化、道路・鉄道・港湾・通信システムの

整備を通じた国内における財・サービス・労働・資金市場の統合とかかる価格・賃金安定化は一時的

貧困削減にとってもきわめて重要な意味を持つ。



た、これらの２つの意味での貧困問題の削減に対

してインフラストラクチャーが果たす役割は何な

のであろうか。本論文は、主として以上の点に関

連する既存研究を整理する。一般に、インフラス

トラクチャーの整備は直接的・間接的に慢性的貧

困を削減する効果を持つと考えられている。一方、

防災のためのインフラストラクチャーの整備、電

力・水力の安定的供給を通じた生産プロセスの安

定化や道路・鉄道・港湾・通信システムの整備を

通じた国内における財・サービス・労働・資金市

場の統合とかかる財・サービス価格・賃金の安定

化は一時的貧困削減にとってきわめて重要な意味

を持つ。

本論文の構成は以下のとおりである。第Ⅰ章で

は、主として静学的貧困概念の問題点を議論する。

第Ⅱ章においては消費平準化とリスク管理戦略・

リスク対処戦略についての既存の議論を簡単にま

とめる。第Ⅲ章では２つの貧困概念を定量化する

方法をみたうえで、第Ⅳ章において一時的貧困が

投資行動に与える影響についての実証研究結果を

まとめる。第Ⅴ章では一時的貧困削減におけるイ

ンフラストラクチャーの役割について考察し、第

Ⅵ章では政策ターゲッティング上のインセンティ

ブ問題と公共事業の役割について議論する。最後

に今後の課題としてのデータの問題について簡単

に触れる。

第Ⅰ章　２つの動学的貧困概念の重要性
と静学的貧困概念の問題点

ここではまず、これら２つの貧困概念に対応す

る貧困指標の計測例についてみてみよう。国際半

乾燥熱帯地域作物研究所（International Crop

Research Institute for the Semi-Arid Tropics:

ICRISAT）によって調査された３つの南インド

村落居住世帯のほぼ70％は、一時的貧困のもとに

あった（Walker and Ryan, 1990; pp.93-97）。一方、

多くは土地なし層とハリジャン（カースト外の階

層民）＊1 である、全世帯の20％のみが、恒常的に

貧しかった。この観察結果は、現実のインド農村

における一時的貧困の重大性を示すものである。

貧困状態の多くは、短期的なものであり、多くの

家計、とりわけ中規模の農業耕作家計の生活水準

は貧困線を常に上下していると考えられるのであ

る。国際食糧政策研究所（International Food

Policy Research Institute: IFPRI）によって調査

されたパキスタン44農村の約800家計のパネルデ

ータを用いた実証結果も一時的貧困の重要性を指

摘している（Adams and He, 1995）。さらに、広

西省・貴州省・雲南省の中国最貧困地域における

３万9,000にものぼる家計のデータを用いた計量分

析も、貧困指標の約50%が一時的貧困によって説

明されるという計測結果を得ている（Jalan and

Ravallion, 1998a; 1998b）。彼女らは、一時的貧困

に対する状態依存的政策的介入（state-contingent

policy intervention）の重要性を指摘している。

さらに興味深いことには、より発展のレベルの高

い地域である広東省において一時的貧困の影響が

大きく現れている。このことは、経済発展のレベ

ルが上昇するに従って慢性的貧困の影響が相対的

に縮小することを示している。

以上述べてきたような２つの貧困概念の定義と

その定量的な重要性を踏まえたうえで、従来の貧

困概念の問題点について整理しておこう。まず、

1970年代・1980年代を通じて貧困指標の理論化に

おいて目覚ましい進歩がみられたものの、これら

貧困計測の既存理論・実証分析が静学的論議に終

始していることには留意しておかなければならな

い。＊2 Sen（1976）に基づいて、一般的に貧困指標

は単調性公準（Monotonicity Axiom）・所得移転

公準（Transfer Axiom）を満たすべきであると

考えられている。これらの２つの公準をある条件

のもとで満たし、かつ実用上優れた貧困指標とし

てFoster、Greer、Thorbecke（1984）のいわゆ

るFGT貧困指標がある。連続型で書けば、FGT
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＊１ ハリジャン（Harijans）とは、カースト外の不可触民のことをさしているが、不可触民（untouchables）はカースト内の階層か

らみた蔑称であり、マハトマ・ガンジーはこれらの層を「神の子」を意味するハリジャンと呼んだ。

＊２ 絵所・山崎編（1998）に掲載されている諸論文は、日本語によるきわめて優れた貧困研究の成果と展望である。その中で、黒

崎（1998b）論文は、貧困の動学的視点の重要性について詳しく説明している。本章における以下の議論は澤田（1999，pp.23-

24）を大幅に修正・拡張したものである。



貧困指標 P（α）とは以下のように定義されるも

のである。

ここで、Z は前出のとおり貧困ラインを示して

いる。C は生活水準の指標、たとえば消費水準で

あり、その密度関数が f（C）で示されている。

FGT貧困指標は、貧困人口比率（α= 0 のケー

ス）・貧困ギャップ比率（α= 1のケース）など

もその特殊例として含んでおり、非常に一般的な

指標であるといえる。P（α）は、単調性公準

（α> 0のケース）、所得移転公準（α> 1のケース）

に加えて、所得移転感応性公準（α> 2 のケース）

を一般的に満たしている。

さらにこの指標は、その加法的性質からグルー

プ別、たとえば地域別に分解することが可能であ

り、集団間での一貫した比較が可能である（準集

団単調性公準、Subgroup Monotonicity Axiomを

満たす）。したがって、FGT指標は貧困のターゲ

ッティングを決定する際にきわめて有益であるこ

とが知られている。たとえば、Besley and

Kanbur（1988）は、P（α）の削減を政策目標と

する場合には、政策介入の対象となるグループ間

で P（α-1）の指標に基づいた公共支出配分を行

えばよいことを示している。＊3 この原理を示すため

に、Lipton and Ravallion（1995; Section 3.3.2）の

例に従って、ある政府の２つの地域に対する最適

なトランスファーの決定問題について考えよう。

この政府は、国全体の貧困を最小化するように北

部（地域N）と南部（地域S）に対して総額 T の

所得トランスファーを行うものとする。そうする

と、政府が直面する貧困最小化問題は以下のよう

に示すことができる。

ここで、n はこの国の総人口を示しており、nN

と nS はそれぞれ北部と南部の人口シェアを表し

ている。政府は所得トランスファーの総額 T の

うち、１人当たり TN を北部に、１人当たり TS

を南部に配分する。また、fN（●）と fS（●）はそ

れぞれ北部と南部の消費密度関数である。この問

題の一階条件から、最適な所得トランスファー配

分が満たすべき条件は、

となることがわかる。すなわち、政府は北部と南

部のそれぞれの貧困指標 PN（α-1）と PS（α-1）

とが均等化するように所得トランスファーを決め

ることが最適となる。このことは、政府がα-1 の

FGT貧困指標に従って地域間に所得トランスファ

ーを行うことによって国全体の貧困削減が達成さ

れることを示している。すなわち、国全体の貧困

指標 P（α）の最小化をめざす政府は、P（α-1）

の貧困指標が高い地域に対してより重点的な貧困

削減のためのトランスファーを行えばよいことに

なる。したがって、地域別の貧困指標は政府の貧困

削減政策を考えるうえでの政策介入の基準となる。

また、以上の議論を敷延していえば、貧困の規

準となる変数 C に社会セクターの指標を含める

ことができる。たとえば、C が教育年数を示し、

Z が義務教育年数を示しているとする。政府は、

国全体で義務教育の達成度を向上させるために

は、当然のことながら義務教育以下の教育水準人

口が多い地域に対して教育補助政策を行うことが

最適となる。また、Cが健康水準を示しているなら、

政府は健康状態が相対的に劣悪である地域に対し

て優先した政策介入をすべきであることになる。

以上のようなFGT貧困指標とそれに基づいたタ

ーゲッティングの議論は、一般的な通念をフォー

マルな形で定式化し、数量化を可能としている点

で重要である。しかしながら、このような静学的

枠組みに基づいた貧困指標は、一時点もしくは１
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＊３ Sawada（1996）はそのようなフレームワークに基づいて各援助ドナーの援助配分の貧困削減行動を検証している。
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年間の平均所得水準・消費水準、あるいは社会指

標の静学的な情報のみを利用する枠組みであるた

め、動学的貧困の問題点を原理的に把握すること

ができない。このことをみるために、図表１で示

されるような北部・南部２地域の生活水準比較を

考えてみよう。簡単化のためそれぞれの地域は、

３つの家計のみで構成されているものと仮定しよ

う。各セルに記録された数字は各家計の一時点に

おける生活水準の指標としての消費水準 C を示

している。貧困ライン Z は10であるものとしよ

う。

図表１に示されている消費水準のデータに基づ

くと、静学的貧困指標（貧困人口比率）は両地域

ともにすべての時点において67％であり、全く同

じとなる。したがって、Besley and Kanbur

（1988）の議論に基づくと、政府のトランスファ

ーを両地域で対称的とするのが最適であることに

なる。

ここで、恒常的貧困の存在が多期間にわたる家

計の平均消費水準によって識別されるものと考え

よう。そうすると、北部では、平均消費水準につ

いても貧困人口比率は67％であり、恒常的な貧困

が存在している。一方、南部においてはすべての

家計の平均消費水準は11であるので貧困ライン10

を上回っており、恒常的な貧困は全く存在してい

ない。南部における貧困問題とは純粋に一時的な

貧困の問題なのである。したがって、北部と南部

では貧困の性質は全く異なっており、かかる政策

的介入もそれぞれの実状にそった非対称的なもの

でなければならない。すなわち、北部については、

家計２と家計３の生活水準を長期的に向上させる

ような持続的政策介入ないし家計１からの所得再

分配政策が必要であり、南部については各家計に

対する保険機能を提供するような政策介入が必要

となる。しかしながら、通常の静学的貧困指標に

基づくと、南部においては深刻である一時的貧困

問題の存在を把握することができず、慢性的貧困

と一時的貧困によって異なる貧困対策を緻密に区

分することができないのである。また、とりわけ

南部に対する長期・継続的政策介入はコストがか

かるにもかかわらず効果が薄い可能性が大きく、

最適な政策介入という見地からも一時的貧困を捨

象した介入政策には疑問が残る（Baulch, 1996）。

Jalan and Ravallion（1998a）の動学的貧困指標に

基づくターゲッティングの議論もこの問題点を指

摘している。彼女らは、中国の家計パネルデータ

を用いることにより、静学的な貧困指標に従って

恒常的貧困を取り除くコストが動学的な指標に基

づいた場合の３～４倍となるという推計結果を得

ている。

第Ⅱ章　消費平準化とリスク

２つの貧困状態を開発途上国の経済構造の中で

経済理論的にとらえるためには、途上国家計が直

面している環境要因を整理し、それら家計の行動

原理を明確にしておく必要がある。そこで本章に
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1999年 2000年 2001年

 平均消費水準�
    （慢性的貧困指標）�

北部（N）�

　家計１ 20 20 20 20�

　家計２   7   7   7   7�

　家計３   6   6   6   6�

貧困人口比率（α=0） 67％ 67％ 67％ 67％�

南部（S）�

　家計１ 20   6   7 11�

　家計２   7 20   6 11�

　家計３   6   7 20 11�

貧困人口比率（α=0） 67％ 67％ 67％ 0％�

図表1　消費水準の地域比較例（貧困ライン = 10）�



おいては、一時的貧困を分析した既存の諸研究を

まとめることにしよう。

１．消費平準化

農業生産は本質的に価格や産出のリスクを内包

している。リスクの形態や程度は農業システムや

生産環境・気候条件に依存するものの、開発途上

国の半乾燥熱帯地域において農業生産に従事する

小農や土地なし農民にとってリスクの影響はもっ

とも深刻であるということができる。途上国農村、

とりわけ南アジア農村における貧困問題の根源

は、このような本質的農業生産リスクの存在に根

差している（Walker and Jodha, 1986）。また、農

業生産には季節性があり、農民の収入はある特定

の時期、たとえば収穫期、に集中する。農業生産

のための投入財購入は不定期に行われるため農民

の純所得は常に変動していると考えられる。一方、

工業・商業部門においても商品・中間投入財・雇

用者を取引するうえでのさまざまなリスクが存在

する。商品の納入や商取引上の支払いが行われな

いこと、労働者の努力水準が安定的でないことを

通じたさまざまなリスクは、多くの開発途上国に

おける中小規模の製造業や商業の財・生産活動に

おいて深刻な影響をもたらす。また、市場におけ

る財価格の変動は、農業・商工業における供給活

動に影響するだけでなく、消費者としての家計の

厚生水準に直接的な悪影響を与える。さらには、

熱帯地方特有の風土病に罹るリスクは、家計構成

員の健康状態を不安定なものとし、多大な所得低

下を招くものとなる。

近年のミクロ開発経済学研究は、これら途上国

における家計の直面するイディオシンクラティッ

ク（個別的）な所得変動やコミュニティあるいは

一国レベルでの集計的な生産リスク、金融市場の

未発達性や情報の問題が、家計の消費や投資・生

産行動にどのような影響を与えるかを明らかにし

てきた（Besley, 1995b; Deaton, 1997; Fafchamps,

1992; Morduch, 1995; Townsend, 1994; 1995a;

1995b）。とりわけ、家計の最適な生産・消費行動、

異時点間資源配分や、フォーマル、インフォーマ

ルな組織・制度、あるいは情報の役割などを分析

するためのさまざまな理論的進展と、情報精度の

高い家計調査データの目覚ましい整備＊4とが、

「ミクロ計量開発経済学（Micro-Development

Econometrics）」と呼ばれる新しい分野を切り開

いたといっても過言ではない（Deaton, 1997;

1995; Udry, 1997）。

途上国家計の直面する基本的な問題は、「途上

国における生産活動に本源的な所得リスクのもと

で、どのようにして所得の変動と安定的な消費を

調和させていくか」という点に集約される。この

問題は、理論的には「確率的な所得プロセスのも

とでの異時点間の消費平準化問題」としてとらえ

ることができる。消費平準化の議論はミクロ的基

礎づけのあるマクロ経済学における標準的なトピ

ックのひとつであり、途上国家計のみならず、先

進国の家計や国際マクロ経済学の文脈でも議論さ

れている（黒崎・澤田、1999a）。

２．リスク管理戦略

伝統的に、農民は、作物の多様化・間作・混

作・柔軟な生産投入、および低リスクの技術を採

用することや分益小作制のような契約形態を複合

的に用いることによって農業生産リスクを管理し

てきた。一方、商工業においては財・サービス取

引上の契約不履行の問題を回避するために、しば

しば血縁・地縁・民族的なネットワークを通じて

長期的な商取引関係が結ばれ、法制度の欠落を補

完するような商慣行が採用されている。一般化し

ていえば、これらの「リスク管理」（risk man-

agement）戦略は、事前的に生産や取引リスクを

軽減するための方策である。すなわち、リスク管

理戦略は、「不確実性が実現する前の段階で所得

の分散を減少させるために行われる行動」として

定義することができる。Morduch（1995）は、こ

のような戦略を所得平準化（income smoothing）
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と呼んでいる。

リスク管理戦略は一般的にリスクと収益（リタ

ーン）のトレードオフ関係を前提として最適な両

者の組み合わせを選択する行動である。したがっ

て、このような家計のリスク管理行動は、しばし

ば金融市場における投資家の最適ポートフォリオ

選択行動とのアナロジーとして論じられる。たと

えばRosenzweig and Binswanger（1993）は平

均・分散モデルに基づき、事前的なリスクを削減

するための保有資産の役割について議論してい

る。具体的には、インドのICRISATデータを用

いて農民の資産ポートフォリオ構成がリスク回避

度、資産所有、降雨量の分散によって影響される

ことを実証的に示している。また、Kurosaki

（1998; Chapter 6）はパキスタン農民の家計調査

データに厳密な計量分析を加えることにより、農

産品の価格リスクの存在と保険市場の不完備性の

もとで所得平準化のための農業作物選択行動が消

費選好によって影響を受けることを明らかにして

いる。このことは、不完備市場のもとでは農民の

所得平準化行動が消費平準化行動から分離するこ

とができないことを示しており、生産面でのリス

ク管理行動のみを取り出して分析する部分均衡的

な計量分析が計測のバイアスを持つことを示唆し

ている。

リスク削減が平均的な収益とトレードオフ関係

にあるとすれば、当然リスク管理戦略は厚生コス

トをともなうことになる。Kurosaki（1998）のパ

キスタン家計のデータに基づいたシミュレーショ

ン結果によれば、リスク分散によって小規模農民

の厚生水準が20％も低下することが示されてい

る。

３．リスク対処戦略

他方、家計は、リスク管理戦略によっても避け

ることができない多くの事後的なショックにも直

面する。たとえば、作物および家畜は、ハリケー

ンや台風、洪水、火災や深刻な旱魃のような自然

の災害によって徹底的に破壊されるかもしれな

い。また、商店や工場が盗難に遭い、商工業活動

によって生計を立てる家計は多大な損失を被るか

もしれない。何らかの予期せぬ理由によって投入

財の調達や製造業生産活動の計画が遅れ、あるい

は労働者や雇用主が突然失踪することや売上げが

急激に落ち込むことによっても家計の経済活動は

重大な危機に直面する可能性がある。また、世帯

主とその家族は、病気や事故、または、世帯主の

急死によって重大な経済的損害を被りうる。さら

には、政府当局によるマクロ経済の管理が破綻し、

通貨危機や債務危機、ハイパーインフレーション

などが発生すると家計の実質所得は著しく低下す

る。＊5 途上国家計は、これらの事後的なショックに

対処するためのさまざまな方策、すなわち消費平

準化のための事後的な「損失管理」（loss manage-

ment）戦略あるいは「リスク対処」（risk coping）

戦略を発展させてきた。リスク対処戦略とは、所

得変動を所与のものとして、消費変動を削減させ

るような戦略、すなわち貧困状態の発生を「事後

的」に回避するような戦略として定義されるもの

である。事後的な困窮の危険に直面している貧し

い世帯は、常にリスク対処戦略を採用するかなり

の動機を持っている。

黒崎・澤田（1999b）がまとめているように、

このようなリスク対処戦略として一般的なもの

は、第一に「自己保険（self-insurance）」、すなわ

ち自己の資源を異時点間で調整する家計の消費平

準化行動である。また、第二に重要であるのは、

家計構成員および親類・隣人や友人からの非公式

な送金等による「相互保険（mutual insurance）」、

すなわち分け合い・助け合いの枠組みである。

（１）自己保険によるリスクへの対処

自己保険（self-insurance）、すなわち自己の資

源を異時点間で調整する家計の消費平準化行動は

便宜上以下の５つの戦略にまとめることができよ

う。

第一に重要であるのは、カロリーや栄養の摂取

量は平準化させながら、消費の質を低めることに

よって消費支出額を削減し、所得リスクに対処す
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る方法である。この点に関連した指標として、

「カロリー摂取の所得弾力性」がある。カロリー

摂取の所得弾力性は、所得補助を通じた貧困削減

政策を考えるうえでの最も重要な指標であり、そ

の弾力性計測結果をめぐって論争が繰り返されて

きた（Strauss and Thomas, 1990）。たとえば、

Behrman and Deolalikar（1987）は、インド南部

の家計データを用い、カロリー摂取の所得弾力性

がゼロである帰無仮説を棄却できないことを示し

ている。この結果は所得低下に対し、家計がカロ

リーを一定に保ちながらより安価な食糧へシフト

することにより消費支出額を低下させるというリ

スク対処行動の存在を示唆している（ただし、厳

密にいえば、ここでいうカロリー摂取の異時点間

配分という側面は既存研究ではほぼ無視されてき

た）。一般に所得の低下に対して食糧消費の質を

低下させること、たとえば肉類消費を豆類消費に

振り替える、あるいは教育や医療費などの奢侈財

と考えられるものに対する消費を低下させること

は幅広く観察されており、このような側面は重要

な異時点間のリスク対処戦略のひとつであるとい

えよう。たとえば、Frankenberg, Thomas, and

Beegle（1999）は通貨危機というマクロ経済のシ

ョックによる実質所得の予期せぬ低下に直面した

インドネシア家計が、教育費・医療費への支出を

大幅に削減したことを定量的に示している。

第二に重要なリスク対処戦略は、資金借入れで

ある。資金借入れが可能である家計は、予期せぬ

所得低下に対して借入資金を使うことにより消費

平準化が可能となる。資金の借入れが可能である

とすれば、農民は将来の所得を今期の予期せぬ損

失の埋め合わせに用いることができ、消費を平準

化することが可能となるのである。たとえば

Besley（1995b）やEswaran and Kotwal（1989）

は資金市場へのアクセスの存在が保険機能として

働くことを理論的に示している。Glewwe and

Hall（1998）は、ペルー家計のパネルデータを用

いることにより、資金借入れが可能であれば、借

入れが重要な消費平準化のためのリスク対処戦略

となることを実証的に示している。しかしながら、

McKinnon（1973）が指摘するような政策的な

「金融抑圧」（financial repression）やStiglitz and

Weiss（1981）、Carter（1988）らのモデルが示す

ような情報の非対称性によって生ずる資金割当て

が行われることにより、途上国のとりわけ土地な

し農民は資金借入制約にしばしば直面している。

また、禁止的にコストの高い高利貸からの借入れ

に家計が依存せざるをえないことも借入制約の重

要な要因であると考えられる。一方、信用市場が

完全であっても、生存維持最低水準における効用

のレベルが極端に低く、かつそのような状況の生

ずる確率がゼロでない場合には、借入れを行わな

いことが家計にとって最適となりうる。そのよう

な場合、家計は「自発的な」資金借入制約に直面

することになる（Carroll, 1997; Deaton, 1992）。資

金借入制約の存在は、消費平準化行動を行う家計

にとって負の所得リスクが連続的に生じた場合に

は対処がきわめて困難となり、一時的な飢餓の発

生が不可避であることを意味する（Deaton, 1991）。

したがって、保険市場のみならず信用市場の発展

も途上国農民の厚生水準に重要な意味合いを持つ

ことになる。しかしながら、インド家計のデータ

を用いた実証研究は、大多数の農民が資金借入制

約に直面しており、資金借入れをリスク対処戦略

として用いることが現実には困難であることを示

している（Bhalla, 1979, 1980; Pender, 1996）。

したがって、借入制約に直面する家計は借入れ

に依存しないリスク対処戦略を用いなければなら

ない。そこで、リスクに対処するための三番目の

方法として、負の所得リスクが生じた場合に自己

の所有する実物資産、たとえば家畜や土地の一部

を売却することや公式・非公式の貯蓄を取り崩す

ことが挙げられる。このようなリスク対処戦略と

して蓄積された貯蓄のことを「予備的貯蓄

（Precautionary Saving）」と呼ぶ。＊6 たとえば、

Paxson（1992）はタイの全国家計調査データを用

いることにより、恒常所得の貯蓄性向が非常に高

いことを示している。このことは、消費行動が恒

常所得のみならずリスクの存在に依存し、予備的

動機に基づく貯蓄が重要であることを示唆してい
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る。Park（1996）は中国中北部の最貧困地域にお

ける農村調査結果から、農民の穀物ストックが全

資産保有の16％にものぼっており、予備的貯蓄と

して重要な機能を果たしていることを明らかにし

ている。また、Rosenzweig and Wolpin（1993）

はインドのICRISATデータの分析結果から、家

畜保有が消費平準化を達成するための重要な役割

を果たしていることを示している。しかしながら、

同じインドのICRISATデータ分析からTownsend

（1995a）は家畜を含む実物資産の売買が所得平準

化には寄与しておらず、一方穀物備蓄が重要であ

ると議論している。また、Fafchamps, Udry, and

Czukas（1998）はブルキナファソのICRISATデ

ータを分析することにより家畜販売による所得は

全所得低下のたかだか20～30％を補填するにすぎ

ないとの結論を得ており、家畜という重要な生産

手段が予備的貯蓄の手段として頻繁に売買される

性格のものであるかどうかは議論が分かれるとこ

ろである。そのほか、予備的貯蓄の形態としては

現金の保有が重要であるという実証結果があり

（Townsend, 1995a）、また、金などの貴金属によ

る予備的貯蓄は多くの途上国で幅広くみられる。

物的・金融的資産を用いてリスクに対処すると

いう第三の方法に対して、第四の方法は人的資産

を用いるという方法である。予期せぬ事態が生じ

た場合、世帯主が一時的に労働市場へ参加するこ

とや家族構成員が労働所得を追加的に得ること

によってそのリスクに対処することができる。

Walker and Ryan（1990; pp.87-88）やKochar

（1995, 1999）は家計の労働市場参加を通じた賃金

所得が農業所得に対する一種の保険の役割を果た

していることを南インド家計のデータを統計的に

分析することより明らかにしている。また、以下

で詳しく述べるように、インド・マハーラシュト

ラ州で実施されたような公的雇用保証計画

（Employment Guarantee Scheme: EGS）は、と

りわけ旱魃期には重要な保険的役割を持っていた

ことが知られている（Cain, 1981）。さらには、

Jacoby and Skoufias（1997）とSawada（1997）

はそれぞれインド、パキスタンの家計データを分

析することにより、児童労働所得が家計所得にと

っての保険的機能を果たしていることを間接的に

示している。したがって、児童労働はリスク対処

戦略のひとつとして生ずる可能性がある。また、

老後保険（Old-age Insurance）を確保するという

目的があるために途上国での出生率が高くなると

いう仮説は、自己保険としての人的資本の重要性

を示唆するものである（Nugent, 1985）。

最後の方法は、利他的に結びついた家族・親戚

からの送金によってリスクに対処するという方法

である。親の所得が予期せぬショックによって低

下した場合、子供ないし親戚が対価を要求するこ

となく損失を補償するための送金を行うというも

のである（Cox and Jimenez, 1990; Lucas and

Stark, 1985）。このような利他的な血縁関係によ

るリスク対処行動は互恵的である必要はなく、血

縁関係で結ばれた経済主体の自己保険行動として

理解することができる。たとえば、Rosenzweig

（1988）はインドのICRISATデータの分析から、

南インドにおいては借入れを通じた消費平準化よ

りも、親族間での所得移転を通じたインフォーマ

ルな消費保険のほうを家計がより好んでいるとい

うことを実証的に示している。

（２）相互保険によるリスクへの対処

自己保険と並びリスク対処戦略として重要であ

るのは、家計構成員および親類・隣人や友人から

の非公式な送金等による血縁・地縁関係に基づい

た互恵的な「相互保険（mutual insurance）」、す

なわち分け合い・助け合いの枠組みである（Cox

and Jimenez, 1990; Townsend, 1994; Udry, 1994;

Morduch, 1991; Deaton, 1997, Chap. 6; Fafchamps,

1992; Lucas and Stark, 1985）。相互保険戦略はリ

スクシェアリングとも呼ばれるものである。ここ

で重要なのは、共同体における長期的関係のもと

では、長期的な互酬性が自己拘束的に維持されう

るということである（Coate and Ravallion, 1993）。

逆に言い換えれば、途上国農村に特有の互酬的な

制度・慣習や契約は保険・信用市場の不完全性や

情報の問題を補完するために発生した仕組みとし

て理解することが可能なのである（速水, 1995; 第

9章; Besley, 1995b; Rosenzweig, 1988）。

交換経済におけるリスクシェアリングのメカニ

ズムは以下の「バナナ経済」の数値例によって説

明することができる（黒崎・澤田、1999a）。まず、

２つの家計AとBで構成される共同体を考えよう。
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経済には２つの潜在的な状態（state）が存在し、

それらの状況が起こる確率は等しく50％ずつであ

るものとする。両家計のバナナの賦存量は状態に

依存して図表２のように与えられるものとする。

さらに、バナナは貯蔵することができず、また

信用市場も存在しないものと考える。ここで、各

家計のバナナの生存必要水準が３であると仮定し

よう。状態S1が実現した場合、家計Aのバナナ資

源は生存必要水準を下回っているために、事後的

な危機に直面している。一方、家計Bは状態S1の

もとでは生存に必要なバナナ資源を確保してい

る。一方、状態S2が実現した場合に家計Aは超過

的なバナナを確保しているが、家計Bは生存を維

持するためのバナナが不足している。各状態が起

こる確率は50％であるから、両家計は常に50％の

確率で飢餓の危険にさらされていることになる。

ここで、両家計がリスクシェアリングの取決め

を行うケースを考えてみよう。リスクシェアリン

グとは、両家計の収穫したバナナを共同体内でプ

ールし、あるウエートに基づいて再配分するとい

う仕組みのことである。図表２のケースにおいて、

この共同体の総バナナ資源を折半する取決めが行

われたとすると、両家計が消費することのできる

バナナはS1の状態では５、S2の状態では４となり、

イディオシンクラティックな所得変動による飢饉

のリスクを両家計ともに回避することができるこ

とになる。

しかしながら、状態S2でシェアされる１家計当

たりのバナナの量（４）は状態S1でのバナナの量

（５）より小さく、共同体内のリスクシェアリン

グによっては回避できない共同体の集計的リスク

が存在していることを示している。この場合には、

共同体の枠組みを越えたリスクシェアリングのメ

カニズムが必要となる。

①完全な相互保険メカニズムの検定

以上述べてきたような「相互保険」の存在は、

個別的な所得変動に直面している家計が、親類お

よび隣人と暗黙のリスクシェアリング契約を結ぶ

ことにより消費平準化を行うことが可能であるの

かどうかを統計的に検定することにより検証する

ことができる（Townsend, 1993; 1994; Udry,

1994）。世帯の個別的所得変動が相互保険を通じ

て平準化されているという、完備保険市場のモデ

ルに基づく完全なリスクシェアリング仮説によれ

ば、各世帯の所得変動は村全体としてプールされ、

全体に配分される。したがって、各家計消費の変

動は常にクロスセクションの内部で一定であるこ

とになる。すなわち、個々の家計所得の個別的変

動は、互酬的な制度を共有する他の家計によって

完全に吸収されるのである。この場合、各家計の

消費経路は村の集計的ショックのみによって決定

され、家計の個別的な所得変動に影響されないと

いう仮説が完全なリスクシェアリングのインプリ

ケーションとなる。

では、具体的にこのような完全なリスクシェア

リング仮説を家計データを用いて実証的に検定す

る方法を考えよう。基本的には、集計的ショック

をコントロールしたうえで家計消費の変化が家計

の個別的所得変化に反応するのかどうかを統計的

に検定すればよい。Townsend（1994）は、南イ

ンド半乾燥地帯の農家の約10年間にわたる

ICRISATのVLSパネルデータを用いて、次のよ

うなモデルを推定した。＊7

ΔCit=α0+α1ΔC *t+ζΔYit+Δuit

ここで、CitとC *tはそれぞれ t期における家計 i

の個別の消費支出と村平均の消費支出を示してお

り、Δは階差を示すオペレーターである。Δuit は

確率的誤差項を示している。家計 iの所得の変化

分ΔYit は、一階の階差を取ることにより家計固
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　  状態
 家計A 家計B

 完全な�
 （state）   リスクシェアリング�

 S1 1 9 5�

 S2 7 1 4

図表2　バナナ経済の利得（生存必要水準 ＝3）�

＊７ このような実証モデルは、絶対的リスク回避度一定の効用関数（CARA型効用関数）を仮定した場合の、社会的厚生関数を最

大化するソーシャル・プランナーの問題の最適条件から導出することができる。詳しくは、黒崎・澤田（1999a, 1999b）を参照

されたい。



定効果としての恒常所得が除去されており、さら

に村の平均消費の変化ΔC *tを説明変数に含むこ

とによって村レベルの集計ショックの影響がコン

トロールされている。よって、ΔYit は家計所得

の個別的変動を表す代理変数とみなせる。したが

って、各家計の消費経路が村の集計的ショックの

みによって決定され、個別的所得変動に影響され

ないという効率的リスクシェアリング仮説は、帰

無仮説 H0:ζ= 0 を統計的に検定することによっ

て検証することができる。パラメータα１は理論

的には１の値を取るため、Townsend（1994）は、そ

のような制約を課した推計結果も報告している。

Townsend（1994）はインド南部の３村落を対

象にしたICRISATパネルデータを用いてこのよ

うなリスクシェアリングのモデルを検定し、完全

な相互保険のモデルは統計上棄却されるものの、

家計所得１ルピーの個別的変化が消費に与える影

響はわずか0.05から0.12ルピーと推定されており、

家計消費の大部分が村の平均消費に従って変動し

ていることを示している。一方、Morduch（1991）

による研究は、Townsend（1994）と同じICRISAT

村落において、食物消費については相互保険が成

り立っていることを明らかにしている。

このモデルをその他の地域に応用した事例とし

て、Deaton（1997）のコートジボワール家計調査

データの分析、Townsend（1995a）のタイの研究、

中国農村家計のパネルデータに基づくJalan and

Ravallion（1996）、パキスタンのデータに基づく

Gillani（1996）や黒崎・澤田（1999b）がある。

世界銀行のLSMSによって収集されたコートジボ

ワールのデータは、ICRISATデータと同様に完

全なリスクシェアリング仮説を棄却している

（Deaton, 1997, Chap. 6）。一方、Townsend

（1995a）はタイの全国家計標本調査データ（SES）

に基づき、完全なリスクシェアリング仮説がすべ

ての地域において統計的に棄却されることを示し

ている。Townsend（1995a）は完全なリスクシェ

アリング仮説が棄却される理由として、情報の問

題、すなわちモラルハザードや逆選択の問題があ

ることを推測している。しかしながらζの推定値

は0.3から0.4であり、個別的所得変動の60～70%は

何らかの保険メカニズムによって吸収されている

ことを示している。Jalan and Ravallion（1996）

によれば、中国の場合ζの推定値は0.14から0.26

であり、南インドのICRISATデータの推計結果

と大差ないリスクシェアリングの度合いと思われ

る。国際食糧政策研究所（International Food

Policy Research Institute: IFPRI）がまとめたパ

キスタンのデータを用いたGillani（1996）によれ

ばζの値が0.011から0.022とかなり小さくなって

おり、黒崎・澤田（1999b）の推計結果でも0.09

から0.17の値となっている。これらの研究結果は、

途上国農村において、これまで考えられていたよ

りも所得ショックが消費の変動に直接反映される

度合いが低いこと、すなわち農村における相互保

険メカニズムが予想以上に機能していることを示

すものとして注目される。＊8

②非協力ゲームのもとでの自発的リスクシェアリング

とScott-Popkin論争

では、以上のような暗黙の契約に基づいた相互

保険の枠組みは、長期的に維持されうるものなの

であろうか？　Scott（1976）は、東南アジア農

民の行動は、危険回避的であり、生存維持のため

の倫理と互酬性の原理が共同体の道徳的規範とな

ることを示した。したがって、以上のような相互

保険のメカニズムは、経済合理性とは異なる倫理

的基盤によって維持されることになる。一方、

Popkin（1979）は、近代化以前のコミュニティに

おいても個人の経済合理性が支配しており、農民

の機会主義的行動が幅広くみられるとしている。

したがって、開発途上国における互酬的・利他的

な相互保険のメカニズムを必ずしもうまく説明す

ることができない。そこで、本節においては、リ

スクシェアリングの取決め、すなわち互酬性の合
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＊８ 実証のフレームワークはやや異なるがUdry（1994）は北部ナイジェリアの家計データより、完全情報のリスクシェアリングモ

デルが統計的に棄却されるとの結果を得ている。しかしながら、Udry（1994）は、資金貸借関係に「状態依存的貸付け」

（state-contingent loan）が埋め込まれていることを発見している。これらのナイジェリア村落における観察結果は、信用の借り

手および貸し手が状態依存的な貸借を行うことによってリスクをプールしており、資金貸借が相互保険の役割を持っているこ

とを示している。また、北部タイ村落のフィールド調査によって集められたデータの分析から、Townsend（1995b）はリスク

シェアリングが成立していないことを示唆している。



理性に関する側面について詳しく議論することに

する。

ここでは、リスクシェアリングの暗黙の取決め

をナッシュ均衡の概念としてとらえるために、図

表２で示されるような状況の経済に戻って考えよ

う。さらに、各家計はリスク回避的であり、バナ

ナの消費量をcとしたときの効用水準が、凹型の

効用関数 c1/2 の正のセグメントによって記述され

るものとする。そうすると、各家計の戦略はリス

クシェアリングの「暗黙の」契約取決めを守るか

守らないかを戦略とし、期待効用水準を利得とす

る2×2のゲームとして記述できることになる。２

つの家計の利得が（PA, PB）で示されるとすると、

２つの家計の戦略に従って、以下のような、４つ

の利得の組み合わせが得られる。

（i）家計A、Bともにリスクシェアリングを守

る場合（A戦略＝C、B戦略＝C）。この場合、

各家計が消費することができるバナナの量

は、S1の状態では５、S2の状態では４となる。

したがって、利得（期待効用の組み合わせ）

は以下のようになる。

（0.5*51/2+0.5*41/2, 0.5*51/2+0.5*41/2）＝

［0.5*（2.236+2）, 0.5*（2.236+2）］=（2.12, 2.12）

（ii）家計A、Bともにリスクシェアリングを守

らない場合（A戦略＝D、B戦略＝D）。この

場合、各家計は自らのバナナ賦存量に従って

消費を行う。この場合の利得は以下のとおり

である。

（0.5*11/2+0.5*71/2, 0.5*91/2+0.5*11/2）＝

［0.5*（1+2.65）, 0.5*（3+1）］=（1.83, 2）

（iii）家計Aのみリスクシェアリングを守る場合

（A戦略＝C、B戦略＝D）。この場合、家計B

は自分の実現したバナナ生産量が少なかっ

た場合（S2）のときにはシェアリングを自

発的に行うので、バナナ消費量は（家計A＝

４、家計B＝４）となる。一方、家計Ｂはバ

ナナ生産量が良かった場合（S1の状態）に

は家計Aに対してトランスファーを行わな

い。したがって、S1が実現したときのバナ

ナ消費量は（家計A=1、家計B=9）となる。

この場合の利得は、以下のようになる。

（0.5*11/2+0.5*41/2, 0.5*91/2+0.5*41/2）＝

［0.5*（1+2）, 0.5*（3+2）］=（1.5, 2.5）

（iv）家計Bのみリスクシェアリングを守る場合

（A戦略＝D、B戦略＝C）。この場合、家計A

は自分の実現したバナナ生産量が少なかっ

た場合（S1）のときにはシェアリングを自

発的に行うので、バナナ消費量は（家計A＝

５、家計B＝５）となる。一方、家計Aはバ

ナナ生産量が良かった場合（S2の状態）に

は家計Bに対してトランスファーを行わな

い。したがって、S2が実現したときのバナ

ナ消費量は（家計A＝7、家計B＝1）となる。

この場合の利得は、以下のようになる。

（0.5*51/2+0.5*71/2, 0.5*51/2+0.5*11/2）＝

［0.5*（2.236+2.65）,0.5*（2.236+1）］＝（2.44, 1.62）

以上の場合分けから、相互保険をこれら２家計

の戦略的行動の結果としてとらえることができ、

ゲームの利得表は図表３のように表すことができ

る。

図表３で表されているリスクシェアリングゲー

ムでは、Dの戦略をとることが両家計にとっての

Dominant Strategyであり、２つの家計が利己的

に（非協力的に）行動する場合の唯一のナッシュ

均衡は（D、D）である。すなわち、合理的な行
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図表3　バナナ経済におけるリスクシェアリング�
 ゲームの利得行列�

家計A

シェアする�
（C）�

シェアする�
（C）�

シェアせず�
（D）�

シェアせず�
（D）�

家計B

 2.12�
�
2.12

 2.44�
�
1.62

 1.5�
�
2.5

 1.83�
�
2



動の結果リスクシェアリングは行われないことに

なる。このような状況は、Popkin（1979）が示し

たような農民の合理的行動の帰結としてとらえら

れるかもしれない。しかしながら、このゲームで

は、（C、C）の戦略の組み合わせ、すなわちリス

クシェアリングをお互いに行うことが両者にとっ

て望ましい。したがって、このゲームは「囚人の

ジレンマ」のゲームであることがわかる。囚人の

ジレンマ的状況で、両家計が１回のゲームとして

リスクシェアリングを行うかどうかを利己的な観

点から決める場合には、リスクシェアリングを自

発的に行うインセンティブはないのである。

しかしながら、Friedman（1971）の証明によ

ってよく知られているように、このゲームが無限

に繰り返し行われる場合には、（C、C）が明示的

契約のない非協力ゲームの状況のナッシュ均衡の

みならずサブゲーム・パーフェクトなナッシュ均

衡としても達成しうる（たとえば Gibbons, 1992;

p.97）。これらの理論の示唆する点は、緊密な長

期的関係のある共同体の内部では、互酬性が自発

的に（自己拘束的に）維持されうるということで

ある（Kimball, 1988; Coate and Ravallion, 1993）。

したがって、Scott（1976）が“Moral Economy”

と呼んだ共同体の互酬性は、利己的な合理的行動

の帰結としても記述できることになり、農民の互

酬性と合理性が相容れない矛盾する状況であるこ

とを前提としたいわゆるScott-Popkin論争に対し

て統合的視点をもたらす。なぜなら、モラル・エ

コノミーを持つ合理的な農民の長期的関係が首尾

一貫した、整合性のある論理によって説明できる

からである（Posner, 1980; Fafchamps, 1992）。

このような繰返しゲームで実現可能となる協調

解の組み合わせは、図表４のパレートフロンティ

アを用いることによって直観的に表すことができ

る。図表４において、Vi は個人i の効用水準の割

引現在価値の総和を示している。前節の＊７で述

べたようなソーシャル・プランナーが解く完全な

リスクシェアリングの問題は、実現可能なナッシ

ュ均衡の集合の中から、根岸の厚生ウエートλ

に従って、最適な厚生水準の組み合わせEを選択

する問題として解釈することができる。

③リスクシェアリングの諸形態

次に問題となるのは、実際にどのような形態を

通じてリスクシェアリングが行われるのかという

ことである。具体的には、互酬的な非公式相互保

険（共同体内の「助け合い」）、＊9「講」などにみら

れるような所得プーリングのメカニズム、共同体

内での共有地の利用、贈与・所得移転、課税や再

配分政策による資源の移転、共同体内での非公式

の信用市場、家畜・穀物・金・宝石など物的な資

産の取引、貨幣や労働など非実物的資産・サービ

スの取引などが含まれる。たとえば、Ravallion

and Dearden（1988）はインドネシアにおける家

計間の資金移転が、とりわけ非都市地域において、
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図表4  パレートフロンティアと根岸の社会厚生効用関数による�
 最適配分点の選択（2家計経済のケース）�

↑アウタルキー点（自己保険のみに依存）�

V1

V2

λV1+（1-λ）V2

E

＊９ これは文化人類学でいう「均衡的互酬性」の概念に対応している。双方向の贈与が行われることにより、長期的に安定的な共

同体の相互保険関係が維持されることになる。



所得再配分機能を持っており、高齢者・失業者な

ど社会的弱者に対する所得移転が相対的に大きい

という社会保障システムとしての「モラル・エコ

ノミー」を発見している。Platteau and Abraham

（1987）は、インド・ケーララ州の漁村において、

互恵的な資金貸借関係（reciprocal credit）が飢

餓状態に対する保険の役割を持っていることを示

している。このことは、家計間の相互保険メカニ

ズムの存在を示唆している。同様にLund and

Fafchamps（1997）はフィリピン高地における農

村調査結果から、近親間での無利子のインフォー

マルな資金貸借が消費平準化のための相互保険機

能を持っていることを示している。また、

Fafchamps（1992）はアフリカのサヘル地域にお

いて３、４人の個人が労働をプールし共同収穫を

行う仕組みを通じて、予期せぬ個人的事情から収

穫不能に陥る事態に対処することが幅広く観察さ

れるとしている。

しかしながら、天候および旱魃のようなリスク

は、村落全体に影響を与えるものであり、図表２

でもみたように、集計的リスクは村落内の相互保

険によって回避することが本質的に不可能であ

る。このような場合、家計は村落の枠組みを越え

る保険手段を用いる必要がある。Caldwel l ,

Reddy, and Caldwell（1986）は南インド・カルタ

ーナカ州の９村落におけるフィールド調査から、

旱魃による所得減少状況のもとでは村の外部に居

住する親戚からの送金が消費維持のための保険的

役割を持っていることを示している。さらに

Lucas and Stark（1985）は、旱魃が発生したと

きには都市在住の家計構成員からの送金がとくに

大きくなり、家計の資産を守るための損失管理戦

略としての送金が有意に観測されることをボツワ

ナのデータより示している。このことは、所得リ

スクの相関が小さい他地域に家計構成員を配置す

ることにより家計が非公式の所得保険機能を確保

していることを示している。さらに、都市在住の

メンバーは、干魃に対する保険を提供し、そのこ

とによって、世帯は全体としてより高リスク高収

益の投資を行うことが可能になる。また、インド

のICRISATデータの分析から、Rosenzweig and

Stark（1989）は、結婚を通じた娘の労働移動が

家計の食料消費の平準化に著しく貢献しているこ

と、したがって、より大きな農業所得の変動に直

面する貧しい家計がより長い距離を隔てた婚姻関

係を持つ傾向があるということを明らかにしてい

る。このことは、娘の婚姻先からの所得移転が保

険機能を持っていることを示している。

以上のような家計データの分析を通じて近年の

ミクロ計量開発経済学において出現しつつあるコ

ンセンサスは、自己保険・相互保険は完全ではな

いものの、それらの発展の程度は従来考えられて

いたよりもかなり高く、とりわけ裕福な世帯の多

くは、ほぼ完全な保険・信用市場に実質的に直面

しているといっても過言ではない、というもので

ある（Morduch, 1995, p.103）。

第Ⅲ章 ２つの貧困概念をどのように
定量化するか？

次に、２つの貧困概念の議論に戻り、それらを

どのように定量化するかという問題を考えよう。

まず、YPとYTがそれぞれ恒常的所得（permanent

income）と変動所得（transitory income）を表し

ているものと定義すれば、家計所得YはY＝YP＋

YTと分解することができる。これら２つの所得概

念は２つの貧困概念、すなわち慢性的貧困と一時

的貧困に対応している。たとえば、Ray（1998,

p.252）はこの対応関係を示唆する議論を展開し

ており、このような扱いは経済学的なアプローチ

においては正当化されうる。しかしながら、厳密

にいえばこれらの２つの概念を同一のものとして

扱うことに問題がないわけではない。より望まし

くは、貧困は消費水準と対応づけて計量化されう

るし、その他の基準も貧困概念・生活水準の計量

化に含まれるべきである。＊10しかしながら、一般に

は計量化可能性の視点から、所得水準が貧困水準

を示すものとして扱われている。

所得を２つに分解するひとつの方法は、

Paxson（1992）によって考案された回帰分析アプ

ローチである。Paxson（1992）はタイのScio-
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Economic Survey（SES）の個票を用い、貯蓄関

数を推計した。彼女が用いた２段階推計モデルの

第１段階では、以下の所得式を推計することによ

って恒常的所得と変動所得を得ることができる。

Y =β0+ XPβP+XTβT + u

ここで、XPとXTはおのおの恒常所得と変動所

得を推計するための外生変数である。具体的には、

XPは家計人員構成や教育水準などの人的資産と物

的資産を示す変数の行列であり、XTは降雨量の変

動率などの変数である。定式化が正しければ、

XPβPとXTβTの推計値はそれぞれ恒常所得と変動

所得の一致性のある推計値を与えることになる。

第Ⅳ章　一時的貧困が投資行動に
与える負の影響

一時的貧困は、それ自体が直接的に厚生水準に

悪影響を及ぼすのみならず、さまざまな家計の投

資行動にも負の影響を与える。たとえば、貧困世

帯、とりわけ深刻な借入制約に直面する土地なし

農業世帯は、今期所得が予期せぬ低水準となった

場合には高い現在消費の限界効用に直面する。十

分な自己保険・相互保険へのアクセス欠如はこの

ような潜在的な生活水準低下を不可避なものとす

るであろう。このような状況のもとで、収益率の

高い投資機会が存在するにもかかわらず、貧しい

貧困家計は合理的行動の帰結としてそれらへの投

資を行わない。その理由は、現在消費の限界効用

で測った場合に、今期の投資機会費用が膨大とな

るためである。

澤田（1999）は２期間モデルに基づいてこのメ

カニズムを厳密に示している。まず、実現した変

動所得の水準が低かった場合、借入制約に直面す

る家計は高い今期消費の限界効用に直面すること

になる。したがって、その世帯は、現在の投資水

準を低めることによって来期から今期に資源を切

り替える動機を持つことになる。よって、変動所

得は投資水準に対して負の影響を及ぼす。消費水

準を円滑にするためのリスク対処行動として投資

が調整されるのである。

一方、恒常所得の変化には、以下に述べるよう

な２つの相反する効果があるため、その投資効果

は、変動所得の効果より常に小さい。第一に、恒

常所得の低下は今期の消費可能資源を減少させる

ため、資金制約に直面する家計は今期の投資を低

めることによって今期消費を拡大し消費平準化を

図る誘因を持つ（代替効果）。この代替効果は、

変動所得の持つ投資効果と同一のものである。一

方、恒常所得の低下は、来期の消費可能資源をも

低下させる。このことは、来期の資源を拡張する

ための今期の投資拡大への動機となる。したがっ

て、恒常所得の低下には投資を拡大させる効果も

存在することになる（所得効果）。これら２つの

相反する効果の総合的効果は、主として効用関数

の形状に依存しており、一般的には非決定である。

しかしながら、借入制約に直面する家計にとって

変動所得は常に恒常所得よりも大きな投資効果を

生むという結果は一般的に成立する。一言で理論

的結果をまとめれば、資本市場が不完全であると、

投資行動は慢性的貧困よりも一時的貧困に対して

より敏感に反応することになる。

次に、以上のような理論的帰結が現実の途上国

経済においてあてはまるかどうかを検証してみよ

う。ここでは、まず投資行動として、子供を就学

させるかどうかという教育投資行動に焦点を当て

てみる。Sawada（1997）によれば、パキスタン

の貧農世帯の教育投資行動は、以上述べたような

理論上の予測と一致している。＊11

Sawada（1997）はIFPRIによって収集された家

計の3年間のパネルデータを用い、教育投資行動

を以下のような手法によって実証的に分析した。

このデータは、パキスタンにおいて相対的後進地

域と考えられている３地域、すなわち北西辺境州

のディール県（Dir）、パンジャブ州のアトック県

（Attock）、スィンド州のバディン県（Badin）に

34 開発金融研究所報

＊11 Jacoby and Skoufias（1997）はインドの ICRISAT パネルデータを用いることにより、就学行動が家計所得の季節的変動、と

りわけ予期されない所得変動によって影響されることを示している。この結果もまた、一時的貧困が教育投資の重大な阻害要

因となっていることを示唆している。



加えて農業先進地域であるパンジャブ州のファイ

サラバード県（Faisalabad）の約800家計を５年

間14回にわたって追跡調査したものである（たと

えばAlderman, 1996 参照）。まず、就学確率 q を、

ある子供が学校に就学していない状態から就学し

ている状態へ移行するという移行確率（tran-

sition probability）として定義しよう。実際の就

学行動はこのような移行が行われたかどうかとい

う２値の質的変数として観察される。理論的帰結

が正しいとすれば、q は変動所得によって影響を

受け、その影響の大きさは恒常所得効果よりも大

きいはずである。

Sawada（1997）は、このようにして定義され

た就学確率がどのような要因によって影響を受け

るかを村落レベルの固定効果を含むロジットモデ

ルを用いて統計的に分析している。そこでは慢性

的貧困と一時的貧困の指標としてそれぞれ恒常所

得（家計所得の時系列の平均値）と変動所得（家

計所得の平均からの偏差）を用いている。計測結

果は、恒常所得・変動所得ともに就学確率 q に

統計的に有意な正の影響を与えることを示してい

るが、係数値を比較すると、変動所得効果のほう

が大きい。この変動所得効果と恒常所得効果の非

対称性は、理論的帰結と整合的である。この計測

結果は、十分な所得保険メカニズムに欠けるパキ

スタンの貧困家計が、資金借入制約に直面してお

り、そのような保険市場・資金市場の不完全性の

もとで教育投資行動が一時的貧困の存在によって

より深刻な影響を受けるということを示唆してい

る。

Sawada（1997）は学校の退学確率についても

同様の計測結果を得ている。さらにSawada

（1999a）とSawada and Lokshin（2000）はこのよ

うなモデルの頑健性を確認すると同時に、変動所

得効果が女子に対してさらに大きいという計測結

果を示している。このことは、女子の就学行動が

親の変動所得により大きく影響を受けるという、

動学的なジェンダー格差の存在を示すものであ

る。すなわち、一時的貧困の存在によってより大

きな犠牲を強いられるのが女子に対する教育投資

であると解釈されるのである。

第Ⅴ章　２つの貧困削減おける
インフラストラクチャーの役割

日本の開発援助における経済インフラストラク

チャーの比率は30％を超えており、国際的にも非

常に高い水準であることが知られている。一般的

に、経済インフラストラクチャーとして挙げられ

るものは、発電所やダム、地方電化、鉄道・高速

道路網の整備・港湾施設などの交通システム整

備、電話網整備など情報通信システムの改善、灌

漑・上水道・下水道の整備などである。

これらインフラストラクチャーの整備によって

農業や商工業の生産活動は大きな便益を享受する

ことができる。すなわち、インフラストラクチャ

ーの整備と民間投資活動の間には強い補完性があ

ると考えられる。以下において詳しく述べるよう

に、これらのインフラストラクチャーの整備が、

経済の生産性を向上させ経済発展に寄与するとい

う点については多くの実証研究がある（Antle,

1983; Canning, 1998, 1999; Lipton and Ravallion,

1995; pp.2630-2631; Jimenez, 1995; p.2780）。

一方、Lipton and Ravallion（1995; p.263）や

Jimenez（1995; p.2788）が指摘しているように、

インフラストラクチャーが貧困削減に与える直接

的な影響について明示的に分析した研究はきわめ

て限られている。そこで、ここでは、物的インフ

ラストラクチャー（physical infrastructure）が貧

困削減に対してどのような貢献をするのかを、慢

性的貧困と一時的貧困を区分したうえで議論す

る。人的資源、すなわち教育水準や健康状態の高

い家計の存在も貧困削減に寄与すると考えられる

が、これらの人的インフラストラクチャー

（human infrastructure）が貧困削減に果たす役割

についてはここでは議論しないことにする（たと

えば、Jimenez, 1995 を参照）。

１．インフラストラクチャーと慢性的貧困

一般的に、慢性的貧困は、長期間にわたって持

続する性質の貧困状態であり、その削減のために

は、長期的に貧しい家計の経済活動の生産性を増

大させるための継続的政策介入が必要とされる
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（Lipton and Ravallion, 1995）。物的インフラスト

ラクチャーの整備は、政府による公共財供給を通

じて農業生産性、人的・物的資本の収益率を上昇

させ、最終的には家計の恒常的な所得を高めると

考えられる。したがって、インフラストラクチャ

ーは慢性的貧困を削減する効果を持つ。

この点に関する重要な実証分析として、

Canning（1999）がある。Canning（1999）は、

1950年から1990年までの40年間もの長期にわたる

世界57ヵ国のクロスカントリーデータを用いるこ

とによって、物的インフラストラクチャーのスト

ックや人的資本を生産要素として含む、拡張され

たマクロ生産関数の推計を行っている。彼のモデ

ルは、Mankiw, Romer, Weil（1992）が行った

Solowモデルの「レベル効果」についての実証分

析に対応するものである。Canning（1999）はま

ず、物的資本ストックの生産弾力性が0.37である

との推計結果を得ており、物的インフラストラク

チャーのうち、発電・運輸インフラストラクチャ

ーの生産への寄与は、同じく弾力性として0.37で

あるとの結果を得ている。一方、教育水準でみた

場合の人的資本の生産弾力性は約0.1であり、物

的インフラストラクチャーの寄与度よりもかなり

小さい。このことは、家計の平均的な所得水準に

対する物的インフラストラクチャーの相対的な重

要性を示している。さらに重要なことは、労働者

１人当たり電話台数でみた場合の通信インフラス

トラクチャーが、物的資本ストックとしての生産

への寄与以上のレベル効果を持っており、約0.14

の追加的な生産弾力性が観察されている。したが

って、通信インフラストラクチャーの限界生産力

は他の資本ストックに比べて有意に高い。このこ

とは、開発途上国における通信システムには強い

正の外部効果が存在していることを示唆してい

る。したがって、外部効果の存在のために通信イ

ンフラストラクチャーが過小供給になっていると

すれば、通信インフラストラクチャーへの優先的

資源配分政策が正当化されうる。一言でいえば、

Canning（1999）の実証結果の最も重要なインプ

リケーションは、物的インフラストラクチャーの

整備が外部効果などを通じて長期的に生産・所得

水準を向上させるのであるから、慢性的貧困の削

減に大きく寄与するであろうということである。

近年の日本の開発援助においては、地方開発・

農業開発を目的とした比較的小規模であるインフ

ラストラクチャーに対する援助の相対的比重が増

加している。その例として、農業電化事業・地方

道路の整備・小橋梁の建設・地方漁港の整備・地

方電話網の改善などを挙げることができよう。こ

れらの事業は、相対的に貧困人口が多い地域をタ

ーゲットとしており、より直接的に家内生産・農

業部門あるいは地方経済全体の生産性を上昇させ

る。したがって、平均的所得上昇を通じてより直

接的に慢性的貧困を削減する効果を持っている可

能性が高い。農村におけるインフラストラクチャ

ーの整備が地方経済の発展に寄与するという点に

ついては多くの既存の実証研究がある（Antle,

1983; Lipton and Ravallion, 1995）。たとえば、

Jimenez（1995; p.2780）がまとめているように、

58ヵ国のデータを用いた国際比較による統計的分

析は、灌漑、舗装道路、地方道路密度それぞれの

１%の改善が、農業生産性をそれぞれ1.62%、

0.26%、0.12%向上させるという実証結果がある。

質の高い幹線道路・運輸システムへのアクセスは

農業生産の技術高度化、投入財の安定的供給、生

産性の向上を可能とするのである。これは、

Lipton and Ravallion（1995; p.2630）がインフラ

ストラクチャー整備による貧困削減の「直接的効

果」と呼んでいるものである。

また、地方における舗装道路の整備や交通シス

テムの改善は、農民の雇用流動性を高める。雇用

流動性が向上することは、農民に対してより高い

賃金への稼得機会を拡大し、経済活動の多様化を

可能とし、最終的に所得水準を有意に上昇させる。

Lipton and Ravallion（1995; p.2630）は、インフ

ラストラクチャーの整備が情報や財・サービス・

雇用の流動性を高め、貧困削減に寄与することを

「間接的効果」と呼んでいる。この「間接的効果」

は、Sen（1981）のいう「権源（entitlements）」

の交換可能性を拡大するものとして解釈すること

ができる。

Sen（1981）は、資源・財・労働などについて

の所有権の集合を特定のルールに基づいて他の所

有権の集合に結び付ける連鎖的な関係を「権源関

係」と呼び、ある家計が権源の交換に失敗すると

きに飢餓が発生すると考えた。インフラストラク
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チャーの整備は貧困層の所有権集合の交換可能性

を拡大し、慢性的貧困の削減に寄与する。たとえ

ば、貧困層にとってインフラストラクチャーへの

アクセスが改善することは、市場へのアクセスが

改善され生産財や投入財の売買にかかわる取引費

用を大幅に削減する。したがって、権源のより幅

広い交換が可能となり、農民はそれまでの生産・

消費の自給自足的状態から市場との財・サービス

の交換を通じて生活水準を改善することができる

ようになる。さらに、道路や交通システムの改善

は農民にとって非農業部門労働市場にアクセスす

るための費用を低下させ、非農業所得の上昇に寄

与する。このことは、農民の所得向上をもたらす

だけでなく、都市部門の経済発展にも寄与すると

考えられる。

一般的にまとめれば、インフラストラクチャー

の整備は、農業生産性の向上、非農業所得の上昇、

円滑な市場経済化などを通じた経路によって、直

接的・間接的に家計の厚生水準を高め、長期的な

貧困の削減すなわち慢性的貧困の削減に寄与す

る。さらには、これらのインフラストラクチャー

整備は、学校教育や医療サービスにアクセスする

場合の取引費用を削減し、社会セクターの状況を

長期的に改善する効果があると考えられる。した

がって、これら物的インフラストラクチャーと社

会セクターの発展、あるいは人的インフラストラ

クチャーの整備の間には潜在的に相互補完関係が

あり、その補完関係を促進するような政策介入が

重要になるといえる。

２．インフラストラクチャーと一時的貧困

一方、一時的貧困はインフラストラクチャーの

整備によってどのような影響を受けるのであろう

か？　本節においては、インフラストラクチャー

がリスク管理戦略・リスク対処戦略としてどのよ

うな役割を持つのかを議論する。

インフラストラクチャーへのアクセスが限られ

ており、それによって家計の市場への参加度が低

ければ、家計は不安定な自給自足的生活を営まな

ければならないことになる。さらに上水道の未整

備のために安全な水資源を安定的に確保すること

ができなければ、公衆衛生上の重大な問題が生じ、

家計にとっては疾病によるリスクと一時的貧困発

生の危険が不可避となる。また、治水システムが

整備されていない状況では、多量の降雨によって

洪水が発生し、農作物が多大な被害を被ると同時

に物的・人的資産が破壊されるリスクを回避でき

ない。

一方、物的インフラストラクチャーの整備は自

然災害などによる巨大なリスクを削減すると同時

に、市場へのアクセスと生産財や投入財の売買に

かかわる取引費用を大幅に削減する。前節で述べ

たように、このことは、貧困層にとって権源交換

の可能性が拡大することを意味する。たとえば、

農民はそれまでの生産・消費の自給自足的状態か

ら抜け出し、より安定的な非農業所得を受け取る

ことによって所得の平準化を達成することができ

る。したがって、電力・水力などの安定的供給を

通じた生産プロセスの安定化や道路・鉄道・港

湾・通信システムの整備を通じた国内における

財・サービス・労働・資金市場の統合とかかる価

格・賃金安定化は一時的貧困削減にとってきわめ

て重要な効果を持つと考えることができる。

一般に、洪水・地滑り・地震・台風などの暴

風・津波・山火事などを「自然災害要因」と呼ん

でおり、自然災害要因が、家計の物的・人的資源

に損害をもたらす状況が「災害」である。防災と

は、災害に対するリスクを削減するものであり、

災害発生前に行われる予防的な防災と、災害発生

後に行われる救援・復旧のための事後的な防災に

分けることができる。予防的防災は、災害要因が

発生する前の段階でその悪影響発生の確率を削減

するものであり、家計レベルでのリスク管理戦略

に対応するものである。一方、事後的な防災は、

災害要因が実現化した後にそのインパクトを削減

する政策介入であり、家計レベルでのリスク対処

戦略に対応している。しかしながら、これらの自

然災害要因の予防・対処は家計レベルで行うこと

が困難であり、政府による防災計画の策定・実施

や復旧など大規模な投資・補償を必要とするもの

である。

予防的な防災にとって、インフラストラクチャ

ーの整備は中心的な役割を果たしている。堤防や

河川の護岸設備、洪水調整用のダムや火山防砂ダ

ムなどのインフラストラクチャーの建設は、防災
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工学・台風工学・耐震工学などに基づいて行われ

る投資であり、災害要因の発生が人的・物的資産

に損害を与える確率を有意に低下させるものであ

る。さらには、洪水などの災害が発生した後に護

岸のための処置を施し、その悪影響を最小化する

ことは人々の生活にとって重要である。また、以

上述べたように、インフラストラクチャーの整備

は取引費用を大幅に削減し、貧困層にとっては権

源交換の可能性が拡大すると同時に、財・サービ

ス価格・賃金安定化に寄与し、一時的貧困削減に

とって大きな効果を持つ。したがって、インフラ

ストラクチャーに投資し、整備することは家計レ

ベルでのリスク管理・対処を補完する、きわめて

重要な役割を果たすと考えることができる。

以上の諸点を整理するために、以下においては

静学的な供給関数・需要関数を用いて議論を行う

ことにしよう。まず、農業家計や企業の生産活動

は、基本的に、供給関数 Y =（A, p, r, w）で記

述することができる。ここで、Y は財の産出高、

p はその価格、r と w はそれぞれ資本の（借入）

コスト、賃金水準を示している。Aは、技術水準

などを示す生産性の変数である。この供給関数は

線形近似すれば、

Y = a A +βp+α1r＋α2w

と表すことができる。ここで、（A, p, r, w）がそ

れぞれ独立な確率変数であるとしよう。そうすれ

ば、所得の分散、すなわち所得平準化あるいはリ

スク管理の指標は、生産性・産出財・投入財価格

の分散の和として書くことができる。すなわち、

Var（Y）=a2Var（A）+β2Var（p）+α1
2Var（r）＋

α2
2 Var（w）

である。政府による防災インフラストラクチャー

の整備は、生産性の不確実性 Var（A）を低下さ

せる。なぜなら、インフラストラクチャーは、災

害要因の発生が人的・物的資産に損害を与え、生

産性を低下させる確率を下げるからである。さら

に、電力・交通・通信システムの整備は、市場の

取引費用を削減し、市場経済の統合を通じて諸価

格（p, r, w）の個別ショックによるそれぞれの分

散を削減する。したがって、インフラストラクチ

ャーの整備は所得の分散 Var（Y）を低下させ、

所得平準化に寄与するということになる。

他方、厳密性を犠牲にして静学的なフレームワ

ークを用いれば、家計の消費活動はマーシャル型

需要関数 C＝C（p, Y）で与えられる。同様にこ

の需要関数を線形近似すれば、

C ＝γ1p +γ2Y

となる。したがって、簡単化のために共分散項を

無視して考えれば、消費平準化の指標は、

Var（C）=γ1
2 Var（p）+γ2

2 Var（Y）

と表すことができる。市場経済の統合を通じた消

費財価格変動Var（p）の低下は、所得平準化に寄

与すると同時に、消費変動Var（C）を低めること

がわかる。経済インフラストラクチャーの整備は

以上のような経路を通じて間接的に消費平準化に

寄与する。このようなメカニズムは、むしろ事前

的に消費平準化を促進するものとして、インフラ

ストラクチャーがリスク管理戦略を補完する役割

を果たしていると理解できる。一方、事後的な防

災のためのインフラストラクチャーは、防災要因

が実現した後で、家計がさまざまなリスク対処戦

略に事後的に依存することから生じる厚生コスト

をも低下させるものであり、事後的な消費平準化

にも寄与する。

さらには、第Ⅱ章３.の完全な相互保険メカニ

ズムの検定に戻って、相互保険メカニズムとイン

フラストラクチャーの関連性を推測することがで

きる。黒崎・澤田（1999a）が指摘しているよう

に、現実の農村経済においては、相互保険の理論

モデルで捨象した信用市場やさまざまな生産財・

生産要素市場が不完全なものであれ機能してい

る。また、現実的には財・サービス市場の統合が

進めば、農業生産リスクVar（Y）を分散する可能

性が高まると考えられる。リスクシェアリングモ

デルの実証研究においてζ=0 という帰無仮説が

多くの場合に棄却されていることは、広い意味で

の市場統合・市場発達がまだ十分ではないという

ことを示唆している。したがって、インフラスト
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ラクチャーの整備は財・サービス・情報の流動性

を高め、相互保険メカニズムを補完する役割を持

つ可能性がある。

第Ⅵ章　政策ターゲッティング上の
インセンティブ問題と公共
事業の役割

以上において述べたように、インフラストラク

チャーは、家計がさまざまなリスク管理・対処戦

略に依存することから生じる厚生コストを低下さ

せる役割を持っている。では、事後的なリスク対

処戦略に経済インフラストラクチャーが与える具

体的な便益とは何であろうか。この点についての

ひとつの試論として、井伊（1998）、Ravallion

（1991）に従い政策実施上の現実的側面を議論す

ることにしよう。ここでは、まず「条件付き補償」

の考え方とインセンティブの問題を簡単に説明

し、次にターゲッティングとインフラストラクチ

ャー整備のための公共事業との関係を簡単に述べ

ることにしよう。

１．条件付き補償アプローチと
インセンティブの問題

一時的貧困を削減するための最善の政策は、市

場の失敗が発生している不完全な市場そのものに

直接介入するというものである。すなわち、家計

がリスク対処戦略をとらざるを得ないのは、保険

市場や信用市場が発達していないためにリスク管

理が不完全となるからであり、政府はそのような

市場の不完全性に対して介入すべきであるという

ことになる。したがって、政府は不完全な市場の

発達を奨励する、もしくは、補うための諸政策を

行うことが重要となる。具体的には、グラミン銀

行型の貧困層や女性をターゲットとした小規模グ

ループ融資スキームへの補助政策や回転型貯蓄信

用講（Rotating Savings and Credit Associations:

ROSCAs）、洪水や旱魃等の災害に条件づけられ

た政府による全国的な作物保険・家畜保険制度の

提供、あるいは次節で詳しく述べるような、所得

保険的な性格が強い公共雇用創設事業などを奨励

することが含まれよう。さらには、現実の政策施

行上、一時的な貧困に直面している家計に対する

選別的な状態依存的補助金、または、「災害被害

者に対する補償（compensating the victims）ア

プローチ」は、すべての貧困家計に対する総合的

な補助政策よりもコスト面で望ましく、かつより

効果的な介入であると考えられる。

しかしながら、このような状態依存的補償アプ

ローチは、政策施行上の情報の問題を包含してい

ることを指摘しておかなければならない。たとえ

ば、家計は、補助を得るために政策実施担当者に

対して困難な状況のみを正しく伝える誘因を常に

持っている。このことは、状態依存的補助金の対

象となる家計を識別する際の逆選抜の問題を示唆

している。さらに、補助金を得た後に家計は適切

な投資活動を行わず、逆に不必要なリスクを拡大

させるような、あるいは奢侈的な活動に補助金を

費やしてしまう誘因を持つかもしれない。すなわ

ち、モラルハザードの問題である。たとえば、多

くの途上国で試みられてきた作物保険の仕組み

は、主として以上のような情報の問題からほぼす

べて失敗に終わっていることが知られている

（Besley, 1995a; pp. 2159-2161）。これらの情報の問

題に起因するインセンティブの歪みは政策実施上

十分に克服されるべき深刻な問題であり、情報の

経済学を用いた開発問題の分析・政策研究はきわ

めて重要である（Lipton and Ravallion, 1995）。

したがって、状態依存的補助金の配分は情報や

インセンティブの問題を緩和するような介入スキ

ームの設計をともないつつ施行されなければなら

ない。これらの問題は本論文の分析対象を超える

ものであるが、いわゆる「参加型」アプローチに

基づいてそのような介入プログラムをコミュニテ

ィが運営・管理する方法は、情報の問題を近隣監

視の仕組みを通じて軽減するものとして有効であ

る可能性がある（Sawada, 1999b; Jimenez and

Sawada, 1999）。ここで、家計が自らのインセン

ティブを表明し、行動することによってのみ政策

介入の便益を受け取ることができるという「イン

センティブ条件付きの補償アプローチ」は重要な

含意を持つ。＊12

教育投資の例でいえば、学校給食プログラムが

そのような政策の例である。親は子供を学校へ通
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わせるという「正しい」行動の結果に基づいて補

助の恩恵を受けることができる。学校における、

生徒に対する食用油の無料配布などもそのような

政策に相当する。補助はすべて子供に対する親の

教育投資行動に条件づけられた形で行われる。

２．雇用推進型公共事業の役割

ここで、インセンティブ条件付き補償アプロー

チの考え方に基づいた顕著な成功例として挙げて

おくべきなのは、「雇用推進型公共事業」である。

具体的には、インドのマハラシュトラ州で行われ

た「公的雇用推進事業（Employment Guarantee

Scheme: EGS）」、同様にインドで行われた国レベ

ルでの公共事業政策である、Rural Landless

Employment Programme、 National Rural

Employment Programme、バングラデシュの

Food for Work Programme（FFWP）などがある。

これらのプログラムは、道路・灌漑・排水・堤防

の建設・再植林などの主としてインフラストラク

チャーを整備するための公共事業プロジェクトに

幅広く未熟練労働者を雇用するというものであ

り、雇用されるための条件は一般的にきわめて緩

やかである。

このような公共事業を通じた雇用創出プログラ

ムには、自己選抜的ターゲッティング（Self-

targeting）のメカニズムがあるという点が重要で

ある。すなわち、人々は自らの機会費用が、これ

らの雇用プログラムに参加することから得られる

賃金・便益よりも低いときにのみこれらのプログ

ラムに自主的に参加する。すなわち、

公的雇用プログラムに参加する

if 機会費用＜プログラム参加の便益

となる。したがって、公共事業の賃金率が低い場

合には、機会費用の低い貧困層のみが自主的に参

加することになる。このような公共事業政策はイ

ンセンティブ条件付き補償の要件を満たしてお

り、自己選抜（Self-selection）のメカニズムを通

じてインセンティブ問題、とりわけターゲットグ

ループを識別する際の逆選抜の問題を回避してい

ると考えられる。

次に、既存の実証分析の結果に基づいて、これ

らのメカニズムが実際に機能しているのかどうか

をみてみよう。第一に、マハラシュトラ州のEGS

は貧困層の自己選抜メカニズムを支持するもので

ある。EGSは1970年から1973年にかけての旱魃期

に始まり、その後月平均で約50万人を雇用した。

そのなかで、EGS参加者の90％は貧困ライン以下

の生活水準であり、自己選抜的ターゲッティング

のメカニズムが有用に働いていることを示してい

る。同様に、バングラデシュのFFWP参加者の

60％が農村地帯の最も低所得である最下位25％グ

ループであるという実証結果が得られている（井

伊、1998）。

第二に、このような公共事業には、事後的な保

険としての役割がある。なぜなら、家計は外生的

な所得ショックが起きた場合のリスク対処戦略と

して、このような公共事業に参加することができ

るからである。確かに、EGSを実施している村の

土地なし農民の所得変動は、EGSがない村落に居

住する土地なし農民の所得変動よりも50％も低

く、リスク対処戦略としての有効性を裏づけるも

のである。また、農閑期である３～６月にはEGS

の雇用が最大になっており、かつハリケーンや旱

魃の被害が大きい時期にもEGS雇用者数が増加し

ている。これらの観察結果は、雇用推進型公共事

業における保険的メカニズムの存在を支持してい

る。

したがって、以上の２点から、雇用促進型公共

事業はインセンティブ条件付き補償の要件を満た

しており、自己選抜（Self-selection）のメカニズ

ムを通じてインセンティブ問題を回避していると

いうことになる。

さらには、これらの公共事業プログラムには、

農村部のインフラストラクチャーを整備するとい

う重要な成果（output）がある。前節で述べたよ

うに、インフラストラクチャーの整備は所得平準

化・消費平準化に寄与し、リスク管理戦略を提供

するという役割がある。さらには、ここで述べた

ように、公共事業プログラムはリスク対処戦略と
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しての所得保険を提供するものであり、以上のメ

カニズムによって完結した、持続可能な一時的貧

困回避のメカニズムが提供されていることにな

る。

また、興味深いことに、自己選抜ターゲッティ

ングのメカニズムは、家計内においてより貧しい

立場にある女性の留保賃金（Reservation Wage）

を高めることによって女性のバーゲニングパワー

を上昇させる可能性がある（Haddad and

Kanbur, 1992）。そのような可能性は、家計内資

源配分の公正化という観点からきわめて重要であ

り、今後の緻密な研究が必要であると考えられる。

第Ⅶ章　データ整備の問題

貧困状態の適切な把握と最適な政策介入の識別

のためには、家計あるいは個人レベルの詳細かつ

システマティックな情報が不可欠である。貧困問

題に対する学術的のみならず実用的な調査、たと

えば基礎的貧困調査においては家計調査の個票

データが幅広く用いられている。1980年以来、

世界銀行の開発調査グループ（Development

Research Group）等の協力によって多くの国で行

われているLiving Standard Measurement Study

（LSMS）household surveysはこの分野において

は最も広く使用されているもののひとつである。

LSMSの概要については、Grosh and Glewwe

（1998）によるサーベイが非常に有益であり、デ

ータに関する詳細情報はLSMSホームページから

取得できる（http://www. worldbank.org/

html/prdph/lsms/index.htm）。

そこで最後に、一時的貧困の定量化における将

来的な課題について簡単に触れておこう。Jalan

and Ravallion（1998a）が示しているように、一

時的貧困の深刻さは経済発展のレベルに依存す

る。したがって、現実の政策的介入、すなわち一

時的貧困対策か慢性的貧困対策かという選択と識

別されたターゲッティング・グループは国・地域

によって大きく異なりうることに留意しなければ

ならない。そのような現実の貧困識別を可能とす

るための基礎的な情報の収集、とりわけ家計調査

の継続的実施と効率的なデータの整理・分析シス

テムの構築はきわめて重要である（Grosh and

Glewwe, 1996, 1998）。そのためには、まず貧困の

区分を可能とするような計測のフレームワークを

どのようにして家計調査に取り入れていくかが問

題となる。Morduch（1994）は、一時的貧困を定

量的に把握するためには、所得の平均的水準のみ

ならずその変動に関する情報を明示的に取り入れ

た指標を用いることが必要であるとしている。そ

して、そのような指標の例としては、確率等価値

で評価した家計所得指標などが考えられよう。す

なわち、所得や消費にそれらの分散を加えて評価

した指標を用いることである。いずれにしても、

このような情報の収集のためには、各家計を時系

列的に調査したパネルデータが必要不可欠であ

る。したがって、継続的な家計調査・家計簿をデ

ータベースとして整備するなどの長期にわたる努

力が必要不可欠となろう。
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